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 Abstract 

 本稿は、中国が直面する危機管理の現実を踏まえ、中国における危機管理を運営する

上で、3 つのセクション、すなわち、指揮システム、専門的対応システム、そして資源支

援システムを導入することを提案し、危機管理情報システムの必要性とその難しさについ

て検討する。さらには、業務フローのモデル化、Multi-Agent によるシステムのモジュー

ル化とプロトタイプの構築、インタフェースの基準化と統計データの基準化に基づくシス

テムの構築を考える。この際には、とりわけ、システムにおける DSS（Decision Support 

System）機能の強化を主張する。また、そのために、数学者と管理学者の協力によって新

しいアルゴリズムを開発することについて、ならびに、シミュレーション手法を導入する

ことについても論じる。最後に、ArenaとHLA（High Level Architecture）の適用につい

て提言する。 
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はじめに 

 中国の経済発展は、今まで、高いスピードの成長を維持している。しかし、同時に、社

会の発展について配慮する必要もある。社会の発展は、経済を発展させる目的であり、ま

た、経済発展の土台でもある。経済の発展は、社会発展を促しうる条件を作り出すことと

同時に、社会の発展に結びつくことも期待されている。したがって、中国政府は「より豊

かな社会」と「調和的社会」の建設という目標を打ち上げている。これに関わって，本当

の豊かさは安全と安定であると言われているように、社会発展のためには、政府の公共管

理、特に危機管理の能力の向上が必要である。 

 

1．中国が直面する危機管理の現実 

中国おける危機管理は､政府主導の下で 2003 年から本格的に取り込まれている。その背

景には、次の3つの要因があると考えられる。 

第1に、マクロ的な（世界的な）背景として、中国がWTOに加盟したことである。これ

により、中国政府の経済への関与は制限されることになった。さらに、これからの政府の

あり方と機能が問われる。国内では、政府機能の改革に関する発言が多くなり、これから

の政府は、経済的な経営によって資金を賄うこと、ならびに，専ら公共事務の管理に専念

しなければならないことが､程度の違いこそあれ認められることになった。 

第2に、中国は、改革開放以来、鄧小平氏の「まず、一部の人々を豊かにし、最後に共

同的な（全体の）豊かさを実現する」という理念を確立してきたことがある。そして、ま

さに2003年を境に、そうした理念に基づく政策が採用される時期になったと言われている。  

なぜなら、中国経済がハイスピードで発展する過程では、社会的矛盾、地域格差、業種
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格差、そして都市と農村との格差などが目立って生じていたからであり、また、経済発展

に欠かせない社会的保険制度などの不整備が盛んに議論されていたからである。こうした

状況の中で、政府は、それら諸々の社会的な矛盾を何とか解決し、社会の発展を図らなけ

ればならないという結論に達したということである。 

第3には、2002年の年末から2003年の初めにかけて中国で発生したSARSの伝染がある。

この発生時には、政府の初期対応の不備に関する発言が飛び出した。これを契機として、

最終的には、北京市市長の辞任と衛生部（日本の厚生省に当たる。しかし、中国では、労

働の管理については、社会保障機能と統合して、労働と社会保障部に任せた。）部長の解任

にまで発展した。さらに、世界の国々及びWHOなどの国際組織からの圧力もあり、政府は

副総理に衛生部の部長を担当させて、統合的な対策を取り入れて対応した。 

これらの3つの要因を背景として、中国の各レベルの政府によって、公共の危機管理が

展開されてきた。まず、中央政府の各機能部門と県のレベルまでの地方政府に対して、緊

急事態対応メカニズムの立ち上げが要求された。これはSARS発生の後も積極的に推進し続

けられてきた。また、法律上の問題も考慮し、「緊急事態対応法」の策定が推進されている。  

2003年には、国務院の秘書長（日本の官房長官に当たる）華建敏氏の指示により、中国

行政学会が「中央政府と大都市における緊急事態対応メカニズムの建設」というプロジェ

クトをスタートさせた。この研究には私自身も参加した。 

中国における危機管理は、広範囲に及ぶ。例えば、SARS のような伝染病は勿論のこと、

豪雨による交通のトラブルなどの都市管理、電力供給故障などの緊急事態、祭り時の混雑

に発生する人身事故などの不運な出来事、そして、毒薬の投入による大衆傷害のような安
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全事故、これら全てが含まれる。近頃では、ペットの犬による人を噛むことなどもこれに

加わる。要するに、緊急を要する事柄や大衆の利益を損なう事柄の全てが含まれている。 

このことからも分かるように、中国政府の危機管理はとても複雑であり、また複数の分

野に及ぶといえる。 

 

2．中国における危機管理の3つのセクション 

諸プロジェクトの検討から分かることは、実際、中国における多くの分野で、緊急事態

への対応メカニズムやそれへの対応機関が、既に確立されているということである。例え

ば、交通に関わっては、毎年の旧正月時の帰省を意味する「春運」の対応として、専門的

な指揮部が設けられているし、また、夏休みとゴールデンウィークの対応として、「専門事

務所」が配置されている。洪水や津波への対応としては、全国的な「抗洪指揮部」が設立

された（ちなみに、温家宝氏はかつてその総指揮を担当したことがある）。電力局は、緊急

修理チームを保有している。あるいは、医療部門では、早くから「防疫」体制が作られた。 

しかし、こうした緊急事態に対応する部署は、全て各専門部門毎に所属している。この

ために、各部門を超えた多部門的な協調は難しい。例えば、交通事故は、時として加害者

や被害者の肉体的な負傷を伴う。しかし、交通機関や交通警察は、医療部門の救急車を指

揮する権限を持っていない。まして、食料供給の必要性が生じた場合、商業部門を指揮す

る権限を持っていない。こうした現状を踏まえ、緊急事態の発生時には、政府の指導者が

その場所に赴いて指揮役に任たることが決定されている。中国のニュースでも度々報告さ

れているように、政府のトップの指導者が事故現場に訪れることは頻繁にみられる。 
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かつて、こうした各専門部門に所属する緊急事態に対応する部署を統廃合することも提

案された。しかし、それが実行不可能であることは、すぐに判明した。その理由は、以下

の通りである。 

まずは、各専門部門によって抵抗されるからである。この理由として、中国では、行政

体制の改革がまだ進んでいないこと，それゆえ各専門部門が既得権益を保持していること，

加えて、各部門は、緊急事態の対応によって政府から予算を獲得できること，これら一連

のことが挙げられる。あるいは、設立から数年を経た緊急事態対応部門が、多くの資産を

持っているためでもある。そして、そうした政府から得た予算は、部門の自己資源にもな

る。それゆえ、こうした資産の放棄は、既存の各専門部門にとって難しいためである。仮

に、政府のトップ指導者の力を借りて統合しようとしても、専門部門が必ず抵抗するはず

である。それゆえに、各専門部門に所属する緊急事態に対応する部署を統廃合は、最後ま

でうまく進まないということになる。 

次に、専門的な対応部門の発展に留意しなければならないということである。例えば、

伝染病に対応する部門を医療部門から切り離すと、そこでの専門的な研究も途絶えること

となり、それに対応する既に習得していた能力自体も全て損なう可能性がある。実際、か

つて洪水対応部門を水利部門から切り離された際には、洪水対策と日常水利建設との関連

が閉ざされた。 

最後に、専門的に対応する部門を独立させて、それらを統合しても、また別の問題に直

面せざるを得ない。これは、資源の支持機能に関わる。それぞれの専門的緊急事態対応部

門が、まったく独自に緊急事態に対応することは不可能である。 
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例えば、北京で SARS が発生したと考える。この場合、医療部門による医学的な対応が

中心的な役割を担う。ただしこの対応には、社会の他部門からの支援もまた必要である。

医療部門は、まず医薬品、病院､そして、医者と看護婦が出勤できる交通施設を必要とする。

これら以外にも、病院で隔離される人々の家族の支援する社会的サービスも必要である。

つまり端的に言えば、安定した社会秩序を必要とするということである。北京の場合には、

建設部門によって、一週間の内に新規の病院が建設された。また、商品の迅速調達によっ

て食品の安定的な供給が保障され、大衆の供給不足への心配が取り除かれることで、社会

秩序の安定は保たれた。 

こうしたことから、専門的に対応する諸部門の単なる統合は無意味である。 

しかしながら、政府は、常に、全社会の緊急事態に対応する効率を高める必要性に直面

している。こうした現状を出発点として考えると、私の提言は、3 つのセクションからな

る緊急事態対応体制を置くということになる。 

そして、この体制は、次の3つのシステムに分けられる。 

（1）指揮システム：これは、主に、各レベルの政府の事務庁に基づいて、トップ指導

者の命令を展開する機関になる。中国の現状から考えると、行政権力はやはり必要であり、

また、公共的危機の管理そのものは行政部門の義務でもある。政府の事務庁はトップ指導

者を代表する機関として、その権力を持つ一方で、他方でその義務付けもなされていなけ

ればならない。 

（2）専門対応システム：これは、各専門部門の下にある緊急事態に対応する部署が緊

急時に主な役割を担い、各部署の専門分野に応じた対策を講じることを意味する。例えば、
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洪水の発生に対しては、防洪指揮部によって専門的な対応策が提案され、SARSの発生に対

しては医療部門によって対応され、そして、河川の汚染に対しては、環境保全部門によっ

て対応されなければならないということである。 

（3）資源支援システム：これは、主に、各レベルの発展改革委員会が担当する。この

様に考える理由として、中国政府体制におけるマクロ的な調節部門として、発展改革委員

会のみが資源の調達と生産の調節をしうる権限を有しているという事情がある。 

総括すると、この提案の核心は、政府の事務庁の指揮権力によってバラバラに配置され

ている各緊急対応部署を活用する点にある。あるいは、発展改革委員会の導入によって、

資源の供給を円滑にするという点にある。こうした多角的な施策は、中国における行政の

危機対応能力を向上させようとする。実際、その後の中国緊急事態対応メカニズムは、こ

の方向に進むことになった。 

指揮部門 
指揮システム

専門的対応部門 専門的対応部門 専門的対応部門 

 

 

 

資源支持部門 資源支持部門 資源支持部門 

マクロ協調部門 

（発展改革委員会）

専門対応システム 

資源支援システム
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3．危機管理情報システムの必要性 

危機管理は、サンプルの無い行政による管理政策である。そのため、危機への対応は、

あらかじめ十分に勘案されていなければならない。そして、この際にしばしば生じる誤り

は 2 つある。1 つは、対応不足である。つまり、危機への対策が脆弱であるか遅延するた

めに、なかなか危機の被害を回復させることができず、それどころか、被害の深刻化さえ

も食い止められないということである。こうした事態が生じる多くの原因は、危機情報の

不足や、危機に関する予測ミスなどである。そしてもう1つは、過度な対応である。つま

り、危機の被害を回復させる目的の下で、不必要な対応を過剰に行うことで、危機対応資

源（人力、設備、資材、資金など）に無駄が生じることである。 

例えば、2003 年の SARS 対策では、他の省にも専門病院とか、専用設備などが多く設置

された。にもかかわらず、結局、それらは使用されなかった。あるいは、北京でも、マス

クが必要以上に調達された。さらに、市民が身辺の消毒のために沢山の化学薬品を使用し

た。そして、最終的にそれらの薬品は、下水道を通じて排出されることになった。これが

環境にいかなる影響を与えるのかについては、まだ評価し難しいであろう。 

本稿は、こうした不適当な対応を減らすために、情報システムの必要性を強く出張する。

また、私が提言する情報システムは、単に予測や状況の判断に応用するためのシステムで

はなく、意思決定（政策の立案・決定）それ自体を支援する情報システムであり、特に、

危機対応時における資源の調達に関する内容を全般的に立案しうるDSS（Decision Support 

System）機能を備えたシステムである。 

このような情報化システムは、資源の所在地や運輸ルールなどをよく吟味した上で案件
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を提示する役割を担うばかりではなく、そのコストを予測する役割を担うことでも期待さ

れる。なぜなら、トップの指導者が意思決定を行う場合、コスト要因を考慮することが、

是非とも必要であると考えられるからである。換言すると、コストを無視した決定は、資

源の無駄を出すのと同時に、危機への対応の持続性をも妨げることになりかねないからで

ある。 

 

4．危機管理情報システム構築の難しさ 

「情報化」については、各レベルの政府によっても提唱されてきた。しかし、今のとこ

ろ、中央政府は、未だうまく推進していないと言わざるを得ない。 

現在、各部門が開発している情報システムは、とても簡単なデータベースシステムと書

類管理システムにほかならない。私たちの研究チームは、若干のシステムを見学した。し

かし、それらシステムの機能は、政府の調査で得られる資源データを管理し、目的に応じ

てどのデータを調べるかということに関わる機能だけである。それらシステムの機能を用

いると，例えば、ある地域を指定して、そこにある病院の数や、医者の人数を調べること

は可能である。ただし、こうしたデータから、危機の発生時にいかなる対応の形を採るべ

きかといったことについては、何ら提言を析出することが出来ない。たとえ，システムの

機能を用いたとしても、である。 

また、システムのもう1つの機能として、書類の伝達がある。これは、電子ファイルで

各種類の作業に関わる書類を伝達できるが、大した機能とはいえないであろう。 

危機管理については、諸研究者によって、様々な形でまとめられている。それらにおい

 9



て強調されている共通の基本的な特徴は、「緊急的な意思決定」や「見本の無い意思決定」

である。あるいは、専門用語で言えば「非構造的な決定」である。こうした意志決定は、

現代の情報システムによって支援さられるべきである。だからこそ、私たちは、DSS

（Decision Support System）機能に向かう形で情報化を推進させることを強く提言したい。 

ただし、その方向に向かって実際に情報化を進めることは困難でもある。それゆえ、現

段階では、まずこの難しさを認識することで、今後の研究と発展に資するようにしなけれ

ばならない。これについては、以下の太字（1）～（3）の3項目にまとめて挙げることが

可能である。 

（1）データの確実さ 

（A）中国では、統計のスタイルを確立した。だが、様々な原因により、データの確実

を巡っては，未だ多くの問題を残している。私たちには、現在中国で使われている統計指

標をよく分析し、その上で、改めて明確な定義を与えるという必要性が生じている。ある

場合には、現在の市場経済について取り上げられる場合であっても、以前の計画経済の条

件の下で採られた統計指標が使用されている。こうしたことがしばしば起きている。 

（B）他方で、危機管理に必要とするデータの中でも、従来の統計体系の下では入らず、

さらに日常の統計として採られていないデータが沢山ある。それゆえに、そうした統計デ

ータをリアルタイムで更新することは困難である。こうした不十分なデータをDSSに使用

すると、客観的に見て不適当だと思われる実施案が、関係部署によって平然と提出されう

る。 

（C）危機管理に必要とするデータとして、資源に関する多くのデータが必要である。
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例えば、ガソリンの保有量、糧食の保有量、自動車の保有量、医薬品の在庫などである。

しかし、このような個々のデータを全て取り扱うことは一層困難である。なぜなら、それ

ら諸々のデータは、関連企業によって、専らビジネスの「秘密」として取り扱われている

モノであるからである。例えば、中国において石油製品を経営する企業は3つに分割され

た。いずれの企業も国営企業ではあるが、互いに競争関係にある。そのため、どの企業も、

自分の資源に関する肝要な統計データを他の企業や人に知られたくはないために，情報を

提供しようとしない。 

（2）システムの柔軟性 

危機管理は、日常の局面に対応することではなく、全く未知の局面に対応することを意

味する。つまり、これから起こりうる危機の対応について、過去の危機のケースに当ては

めた同様の対応を取るということのみで考えることは出来ないということである。例えば、

医療の面では、病気の種類によって、危機に対応する部門や部署が異なる。より具体的に

言えば、SAS とインフルエンザとでは、それぞれの伝染するルールが異なるために、それ

ぞれに対応・関与する部門も違う。SAS の対応には、社会的サービス部門によって、隔離

される人々の家族を説得することが必要である。また、インフルエンザの対応には、農業

と養殖業の部門で協力することが必要である。特に、鶏の処理に関しては、補償金が必要

となるため、財政部門の介入も要求される。 

こうした特徴からいって、毎回の危機にも、それぞれの危機ごとに対応するシステムの

構成部分が違うといえる。そして、そうしたシステム構成の違いに応じて、情報システム

も違う。あるいは、日常的に危機対応する情報システムは存在しないともいえる。それが
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必ず存在するといっても、それは指揮システムに基づき開放されるシステムに限られる。

その他のシステム部分は、危機が発生する状況に応じて迅速に組み合わせられることにな

るはずである。 

（3）業務フローの不確定さ 

通常、ビジネス情報システムの開発は、ビジネスプロセスの分析に基づいて行う。しか

し、公共管理あるいは行政管理は、ビジネスのような確定したプロセスを持っていない。

あるいは、そのモデル化が難しい。前に述べたように危機が発生する毎に、それに対応す

るシステムが違うため、業務フローの分析は、特に難しくなる。また、ビジネス情報シス

テムの開発には、ビジネスプロセスの分析で、そのビジネスプロセスの合理化も進められ

るが、行政体制において、単なる情報化という理由で、政府の構造変革が進められること

はない。それゆえ、情報システムの開発は、政府の既存構造に適応したものでなければな

らないし、また、できるだけシステムを改善して行政システムの運営にあたらなければな

らない。このような困難に直面して、その情報システムの開発ためのプロトタイプを作り、

基本的な要素と構築仕様を検討し、さらに、各導入する部門の実情に応じて再開発しなけ

ればならない。 

 

5．プロトタイプに期待するポイント 

5．1 業務フローのモデル化 

前述のように、危機管理のための業務フローのモデル化は難しい。そのために、これま

での危機対応ケースをよく分析するために、仮想モデル（Virtual Model）を作り、検討基
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盤として仕上げようとする。この仮想モデルでは、理論分析によって、危機対応のプロセ

スを、まず、目的指向と業務内容に応じて幾つかの段階あるいはセクションに分け、そし

て、モジュール化し、別々に検討されなければならない。 

また、システム開発のために、2つの基準化が必要である。 

1 つは、構成する部分のモジュール化である。このシステムでは、異種類の部門が取り

入れられる。それゆえ、それらの部門を全部同じパターンによってモジュール化すること

は無理かもしれない。しかし、できるだけそのモジュール化のパターンを減さなければな

らない。 

もう1つはインタフェースの基準化である。即ち、複数のシステムを迅速に組み合わせ

て、順調に通信できるように工夫しなければならない。次に、これら2つの基準化につい

てもう少し説明しよう。 

 

5．2 Multi-Agentによるシステムのモジュール化とプロトタイプの構築 

私たちの研究チームは、システムの柔軟性に関する検討に基づき、方法論として、

Multi-Agent の理念を導入してシステムのプロトタイプを構築することを提唱した。この

考案で、私たちは、全部のAgentをインフォメーションAgentと、協調Agentと、資源Agent

に分けてプロトタイプの構築を試みた。ただし、そのもっと進んだ作業はまだ完成してい

ないので、この方法論の妥当性に関しては、私たちのチームもまた、未だ理論的な論議に

留まっている。 
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5．3 インタフェースの基準化 

中国では、政府の情報化、企業の情報化、そして社会部門の情報化などは、それぞれに

違部門によって推進されている。中央政府には情報化指導組が設けられているが、それは、

政策と方針を決定する機関であり、技術をベースに基準などを決定する権限を持たない機

関である。だから、各分野の情報化は、各部門独自の技術方針に沿って進んでいる。これ

ら別個のシステムの間で、順調に通信できるかどうかについては、まだ重要視されていな

い。むしろ、誰かがこの問題を注意しようと説得しても、部門の利益に関する配慮とか、

皆に認められる技術方針が無いということに影響されている。それゆえ、この問題の解決

方法は、あまり定着していない。いま、私たちのチームは、政府部門に積極的に提言する

以外にない。 

 

5．4 統計データの基準化 

私たちが見学した情報システムは、各レベルの発展改革委員会によって構築されており，

また危機管理に関連する資源情報システムである。それゆえ、私は、そのシステムで取り

扱うデータについても考案した。今の中国の統計では、2 つの方法が採用される。まず 1

つ目の統計方法は、価値量に基づく統計である、これは、各種類の資源をその価値量によ

って計上する方法である。この方法の便利さとしては、異種類の資源を比較したり、合計

したりすることができるということである。しかし、この方法は、危機管理を考える上で、

余り役に立たない。例えば、5 万元に当たるガソリンと 5 万元に当たるパンはどういう意

味を持っているか。それは答えられない問題だ。経済学的に言うと、価値は、取引の場に
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おいてのみ使える。他の場所では、意味が無いということである。 

次に、もう1つの統計方法は、実物量に基づく統計である。これは、品物に応じて実物

の単位で計上する方法である。例えば、ガソリンが5万トン、パンが5万個、というよう

な形で統計される。これらは、価値量より具体的でよく役に立つといわれるが、危機管理

には、やはり通用しないこともある。例えば、パンと天然水の量について考えると、1 個

のパンと1リットルの天然水が本当に何を意味しているのかということに関しては、やは

り曖昧である。これについて、私たちのチームは、そうしたことを標準単位に換算するこ

とを提言した。例えば、食品や医薬品などの数量を、全ての人が使用するものとして、即

ち標準的な人間のモデルとして、換算する。例えば、何人・何日分のパンと換算する。燃

料等は，例えば基準の車両に基づいて何両・何キロ分の燃料として換算する。これは、エ

ネルギーについて、石炭を基準に換算することと丁度同じである。 

 

6．危機管理へのシミュレーション手法導入に関する提言 

前述の内容は、情報化に関するものであった。しかし、私たちのチームの強い関心は、

これに留まらない。私たちが一番提言すべきことは、やはり、情報化の DSS（Decision 

Support System）である。 

これは、私たちの提唱を通して、各レベルの発展改革委員会における危機管理に関する

資源情報システムのDSS（Decision Support System）機能の強化ということで，重視され

ている。ただし、現在のDSSは、OR（オペレーションズリサーチ）の汎用アルゴリズムに

基づく展示用の機能を有しているだけである。 
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この現状を乗り越えるために、私たちは2つの方法を提言する。具体的に言うと、数学

者と管理経営学者との協力に基づく新たなアルゴリズムの開発、ならびにシミュレーショ

ン手法の導入である。 

危機管理における資源調達は、その生産分野における資源調達との共通部分と、その物

流管理と共通部分とを比べた場合、相対的に後者との共通部分を多く持っている。換言す

ると、危機管理における資源調達を、物流管理，ならびにサプライチェーンに関する研究

成果を導入することを前提として、「緊急事態における物流」として取り扱うことにするな

らば、どの様にすれば資源調達が一層円滑かつ助けられるものになりうるのかという主題

が、今後の私たちの検討すべきテーマになる。 

これまでに、私たちが見学してきた危機管理資源情報システムでは、その出力に関わる

提案の適当性を私たちが問うた場合、そのアルゴリズムの正確さだけが担当者によって説

明されてきた。中国では、危機管理の機能強化のためには、各部門と各地域に対応したシ

ナリオ（中国語では予備案の意味で「予案」と名づけた）を編成することが要求される。

しかし、そのシナリオの真の適切性に関わっては、それを編成する基礎と編成する過程し

か説明されないために、十分に検討されていない。無論、これについて、シナリオそれ自

体を検証しうる手段が未だ不在であることについては、既に説明した通りである。当然の

ことながら、政府の部門も積極的に予算を申請し、シナリオの実演を推進しようと試みて

いるが、実演には多額な費用に要するために、なかなか実現していない。 

この状況を踏まえて、私たちは、情報システムに基づくシミュレーション手法の導入を

強く提言した。なぜなら、社会科学と自然科学とを区別する点は、社会科学者には実験す
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る手段が全く無いという点にあると私は確信しているからである。換言すれば、シミュレ

ーション手法こそが、私たち社会科学者にとって唯一の実験手段である。 

昨今、私たちが関心を寄せているシミュレーションの手法として、高桑先生によって紹

介されているArenaと、アメリカで重視されているHLA（High Level Architecture）とい

う2種類の手法がある。 

高桑先生は、Arena による物流システムに関するシミュレーションの成果を示唆されて

いる。それゆえ、私たちのチームは、この方法を危機対応の資源調達を考える上で活用し

たいと思っている。とはいっても、今は、まだその方法を勉強しはじめる段階にある。そ

れゆえ、この具体的な考察と検討は、今後の仕事である。だが、私は、高桑先生から指導

して頂くことで、私たちのチームにおけるArena導入が順調に進められるだろうと確信し

ている。 

また、HLA は Arena とは違う。HLA は、厳密に言うと、シミュレーションのソフトウエ

アではなく、シミュレーションの方法論である。この方法論を実現するためには、これと

別のソフトウエアパッケージが必要である。それは、主としてプログラミングツールであ

るSIMplicity、モデリングツールであるLabworks、プログラムを実行するソフトウエアプ

ラットホームであるpRTI、及びシミュレーションプログラムの実行をモニターするツール

HLA Commander、これらから構成されている。これらのソフトウエアパッケージの導入には、

資金調達が不可欠である。それゆえ、私たちは、そのための努力をしている。私は、危機

に対応するための「マスクの調達」について、この手法に基づいてシミュレーションする

プログラムが実演されている現場を見学したこともある。そこでは、システムに取り入れ
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るエレメントとして、指揮機関と運輸部門と生産企業などが含まれていた。また、実演の

過程において、コントロールセンターによってあらかじめ設定されている出来事以外の偶

発的な出来事、例えば生産設備の故障などに対しては、実演に参加していた全ての参加者

が自分の勤め先に留ることで柔軟に対応していた。 

これら2つの実例は、私たちにシミュレーションの手法を導入する自信を与えてくれた

し、私たちに成功するまで努力し続ける決心をさせる機会すらも与えてくれた。 

 

7．終わりに 

以上の様に、本稿は、公共管理、主に危機管理のための資源調達においてDSSを基礎に

置くシミュレーション手法の導入の可能性を検討してきた。そして、これを実現していく

ことは、私たちチームの今後の努力すべき方向でもある。 

危機管理時における資源調達を研究していく上で、私たちは、海外における危機管理を

巡る活動実態を把握する目的で幾つかの機関を訪問したこともある。例えば、ドイツのヘ

ッセン州内政部、フランクフルト空港、ボーン市の緊急事態対応機関などである。あるい

は、アメリカの、FEMA（Federal Emergency Management Agency）、アメリカ環境保護エー

ジェンシーの緊急事態対応事務所（United States Environmental Protection Agency 

Office of Emergency Management）及びロサンゼルス市の緊急事態対応センター（Los 

Angeles City Emergency Operation Center）である。これら機関への訪問から、私たちは、

様々な示唆を得た。そして、私は、こうした経験を、何らかの形で、自分自身の研究にフ

ィードバックしていくことで、研究を一層深化させていきたいと考えている。 
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しかし、私たちがこれを実現していく為には、まだ乗り越えていかねばならない数多く

の障害がある。あるいは、研究条件の制限や制約は、私たちを方法論的な検討に留めおく

かもしれない。 

主な制約の1つとして、実際のデータの入手を巡る困難が考えられる。中国では、権力

部門の許可無く実際のデータを入手出来ないケースが多々ある。また、仮に苦労して「実

際の」データを入手出来たとしても、前述の様に、これが現実を説明する上であまり適合

的ではないケースもまた頻繁に生じている。  

次に、もう1つ考えられる制限は、電子マップである。私たちは、現在、研究に使用可

能な電子マップを入手出来ていない。これについては、私たちもよく悩まされている。そ

して、なんと言っても、私たち今後の研究発展には、皆様のご支援やコメントが不可欠で

ある。 
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